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本日の内容

◆職場のメンタルヘルスの現況

◆労働災害防止：職業性ストレスモデルと産業精神保健

◆職場のメンタルヘルス対策における「予防」

◆対策に役立つ様々な法令や制度

（労働安全衛生法を中心に）

◆困ったときのお役立ちサイト

◆岩手産業保健総合支援センターのご案内



資料出所：厚生労働省「労働者健康状況調査」（昭和57年～平成24年）、
「労働安全衛生調査（実態調査）」（平成25年以降）

仕事や職業生活に関する強い不安、悩み、
ストレスを感じる労働者の割合（％）
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2022年以降、一時、8割超！！

5割を切ったことがない！



精神障害に関する事案の労災
補償支給決定件数
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うち自殺 精神障害等

資料出所：厚生労働省労働基準局補償課職業病認定対策室調

初めての過労自殺認定は
昭和59（1984）年2月



労働災害が発生する仕組み
危険性又は有害性
（ハザード）

人
（労働者）

リスクの発生

安全衛生対策の不備 労働災害

対策には基本的な知識が
不可欠！！
＜労働安全衛生法第2条第1項＞
労働災害：労働者の就業に係る建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等
により、又は作業行動その他業務に起因して、労働者が負傷し、疾病にかか
り、又は死亡することをいう。



厚生労働省 職業病リスト
労働基準法施行規則（昭和二十二年厚生省令第二十三号) 別表第一の二

（一～七 略）

八 長期間にわたる長時間の業務その他血管病変等を著しく増悪
させる業務による脳出血、くも膜下出血、脳梗塞、高血圧性脳症、
心筋梗塞、狭心症、心停止(心臓性突然死を含む。)、重篤な心不
全若しくは大動脈解離又はこれらの疾病に付随する疾病

九 人の生命にかかわる事故への遭遇その他心理的に過度の負担
を与える事象を伴う業務による精神及び行動の障害又はこれに付
随する疾病

（十～十一 略）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_30055.html

例：うつ病
ストレス関連障害
心身症



下にスクロールしましょう ↓



https://kokoro.ncnp.go.jp/



https://kokoro.ncnp.go.jp/ を改変

職場の

× ⇒
労働災害になりうる

https://kokoro.ncnp.go.jp/


ストレスとは
ストレス要因
（ストレッサー）

ストレス反応は人によって様々ある
• 身体的反応：頭痛、動悸、胃痛、下痢、睡眠障害など
• 心理的反応：集中力の低下、不満、イライラ、抑うつなど
• 行動の変化：事故、遁走、酒の増量、欠勤、引きこもりなど



セルフケアの例

ライフスタイルの改善

運動・スポーツ

睡眠・休養

栄養

リラクセーション

リラックス状態とは「緊張と弛緩
の間の一番最適な状態・位置・
場に自分自身をおくこと」
（平井久 1993）

筋肉を弛緩させれば、身体的緊
張レベルが低下し、感情面のリ
ラックスも得られる
（Jacobson）



https://kokoro.ncnp.go.jp/health_howtocare.php



https://kokoro.ncnp.go.jp/health_understanding.php



https://kokoro.ncnp.go.jp/health_understanding.php



https://kokoro.ncnp.go.jp/health_understanding.php



https://kokoro.ncnp.go.jp/health_understanding.phpに追記

勝手に自己判断で
診断名を言わない
ことが重要！！

https://kokoro.ncnp.go.jp/health_understanding.php


米国国立職業安全保健研究所（ＮＩＯＳＨ）

職業性ストレスモデルと保健（疾病対策）
個人的要因

・年齢

・性別

・性格、など

仕事のストレス要因

・作業

・作業環境

・人間関係、など

仕事以外の要因

・家庭の状況、など
緩衝要因

・社会的支援

急性ストレス反応

・心理的反応

・生理的反応

・行動、など

疾病

・ストレス関連疾患

主に産業保健 主に精神保健



職場のメンタルヘルス対策
（産業精神保健）とは

産業精神保健＝産業保健＋精神保健

保健：健康を保つこと(wikipedia)

◆産業保健から：能動的なメンタルヘルス対策

→「労働者の精神健康の保持増進｣：一次予防側

◆精神保健から：受動的なメンタルヘルス対策

→「作業関連疾患としての精神障害の予防・早期発見・

診断・治療・ケア」：三次予防側

⇒双方の活動が相補的に行われることが肝要



職場のメンタルヘルス対策に
おける予防の枠組み

◆「一次予防」

健康増進⇒罹患率の低下（病気にかからないこと）

例）ストレスチェック制度の活用や職場環境等の改善を通じて、メ
ンタルヘルス不調を未然に防止する

◆「二次予防」

早期発見、早期治療⇒死亡率の低下（亡くならないこと）

例）メンタルヘルス不調を早期に発見し、適切な措置を行う

◆「三次予防」

再発防止、リハビリテーション⇒QOL（生活の質）を改善

例）メンタルヘルス不調となった労働者の職場復帰支援等を行う



職場のメンタルヘルスにおける
様々な問題に対する予防

セクハラ
パワハラ
マタハラ

アルコール問題 過重労働

メンタルヘルス不全

慢性疾患 自殺

一次予防

････････････ 二次予防

････････････ 三次予防



職域メンタルヘルスにおける
様々な問題に対する法令

セクハラ
パワハラ
マタハラ

アルコール問題 過重労働

メンタルヘルス不全

慢性疾患 自殺

労働安全衛生法
各種指針

（一次～三次予
防まで網羅）



労働安全衛生法
健康保持増進（心の健康も含む）
（健康教育等）

第六十九条 事業者は、労働者に対する健康教育及び健康相談その他労
働者の健康の保持増進を図るため必要な措置を継続的かつ計画的に講
ずるように努めなければならない。

２ 労働者は、前項の事業者が講ずる措置を利用して、その健康の保持増
進に努めるものとする。

（体育活動等についての便宜供与等）

第七十条 事業者は、前条第一項に定めるもののほか、労働者の健康の
保持増進を図るため、体育活動、レクリエーションその他の活動について
の便宜を供与する等必要な措置を講ずるように努めなければならない。

（健康の保持増進のための指針の公表等）

第七十条の二 厚生労働大臣は、第六十九条第一項の事業者が講ずべき
健康の保持増進のための措置に関して、その適切かつ有効な実施を図る
ため必要な指針を公表するものとする。

２ 厚生労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又はその団体に対し、必
要な指導等を行うことができる。



メンタルヘルス指針
（一次～三次予防まで網羅）
1. 趣旨

2. メンタルヘルスケアの基本的考え方

3. 衛生委員会等における調査審議

4. 心の健康づくり計画

5. ４つのメンタルヘルスケアの推進

6. メンタルヘルスケアの具体的進め方

7. メンタルヘルスに関する個人情報の保護への配慮

8. 心の健康に関する情報を理由とした不利益な取り扱いの防止

9. 小規模事業場におけるメンタルヘルスケアの取組の留意事項

10.定義（用語の意味）

厚生労働省「労働者の心の健康の保持増進のための指針
https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/kouji/K151130K0020.pdf

＜留意点＞
1. 心の健康問題の特性
2. 労働者の個人情報の保護への配慮
3. 人事労務管理との関係
4. 家庭・個人生活等の職場以外の問題



職場のメンタルヘルス対策
～４つのケアと連携～

人事労務担当者

産業保健スタッフ

（産業医、産業看

護職、衛生管理者

など）

職場

（管理監督者、

労働者など）

④事業場外資源によるケア

医療機関

産業保健推進センター

メンタルヘルス対策支援センター

労働衛生機関

地域産業保健センター

中央労働災害防止協会

ＥＡＰなど

労務管理
適正配置
就業規則

作業配分
社会的支援

人事考課 コンプライ
アンス

配置
転換

相談
支援
教育

健康管理 復職支援
過重労働対策
職場環境改善①セルフケア

②ラインによるケア

③事業場内
産業保健スタッフ等
によるケア

永田、廣、真船 編、チームで取り組む職場のメンタルヘルス（診断と治療社）一部改変



職場のメンタルヘルス対策
～小規模事業場では～

人事労務担当者

産業保健スタッフ

（産業医、産業看

護職、衛生管理者

など）

職場

（管理監督者、

労働者など）

④事業場外資源による
ケア
医療機関

産業保健推進センター

メンタルヘルス対策支援センター

労働衛生機関

地域産業保健センター

中央労働災害防止協会

ＥＡＰなど

労務管理
適正配置
就業規則

作業配分
社会的支援

人事考課 コンプライ
アンス

配置
転換

相談
支援
教育

健康管理 復職支援
過重労働対策
職場環境改善

①セルフケア

②ラインによるケア

③事業場内
産業保健スタッフ等
によるケア

永田、廣、真船 編、チームで取り組む職場のメンタルヘルス（診断と治療社）一部改変

地域・職域連携

保健所や精神
保健福祉セン
ターも含まれる



メンタルヘルスケアの具体的
進め方

1. メンタルヘルスケアを推進するための教育研修・情報提供

2. 職場環境等の把握と改善

3. メンタルヘルス不調への気付きと対応

4. 職場復帰における支援

ストレスチェック制度
（後述）の活用

職場のメンタルヘルス対策で
困ったときのサイト

「こころの耳」
https://kokoro.mhlw.go.jp/



https://kokoro.mhlw.go.jp/support_nav/



ＴＨＰ（Total Health promotion Plan）
https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/000614985.pdfに追記

メンタルヘルスケアも含む



労働安全衛生法
快適職場指針
（事業者の講ずる措置）

第七十一条の二 事業者は、事業場における安全衛生の水準の向上を図るため、
次の措置を継続的かつ計画的に講ずることにより、快適な職場環境を形成するよ
うに努めなければならない。

一 作業環境を快適な状態に維持管理するための措置

二 労働者の従事する作業について、その方法を改善するための措置

三 作業に従事することによる労働者の疲労を回復するための施設又は設備の設
置又は整備

四 前三号に掲げるもののほか、快適な職場環境を形成するため必要な措置

（快適な職場環境の形成のための指針の公表等）

第七十一条の三 厚生労働大臣は、前条の事業者が講ずべき快適な職場環境の
形成のための措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公
表するものとする。

２ 厚生労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又はその団体に対し、必要な指導
等を行うことができる。



労働安全衛生法
ストレスチェック制度①
（心理的な負担の程度を把握するための検査等）

第六十六条の十 事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定めるところ
により、医師、保健師その他の厚生労働省令で定める者（以下この条にお
いて「医師等」という。）による心理的な負担の程度を把握するための検
査を行わなければならない。

２ 事業者は、前項の規定により行う検査を受けた労働者に対し、厚生労
働省令で定めるところにより、当該検査を行つた医師等から当該検査の
結果が通知されるようにしなければならない。この場合において、当該医
師等は、あらかじめ当該検査を受けた労働者の同意を得ないで、当該労
働者の検査の結果を事業者に提供してはならない。

３ 事業者は、前項の規定による通知を受けた労働者であつて、心理的な
負担の程度が労働者の健康の保持を考慮して厚生労働省令で定める要
件に該当するものが医師による面接指導を受けることを希望する旨を申し
出たときは、当該申出をした労働者に対し、厚生労働省令で定めるところ
により、医師による面接指導を行わなければならない。この場合において、
事業者は、労働者が当該申出をしたことを理由として、当該労働者に対し、
不利益な取扱いをしてはならない。

４ 事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、前項の規定による面
接指導の結果を記録しておかなければならない。



労働安全衛生法
ストレスチェック制度②
５ 事業者は、第三項の規定による面接指導の結果に基づき、当該労働者
の健康を保持するために必要な措置について、厚生労働省令で定めると
ころにより、医師の意見を聴かなければならない。

６ 事業者は、前項の規定による医師の意見を勘案し、その必要があると
認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、就業場所の変更、作業の転
換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講ずるほか、当該
医師の意見の衛生委員会若しくは安全衛生委員会又は労働時間等設定
改善委員会への報告その他の適切な措置を講じなければならない。

７ 厚生労働大臣は、前項の規定により事業者が講ずべき措置の適切か
つ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。

８ 厚生労働大臣は、前項の指針を公表した場合において必要があると認
めるときは、事業者又はその団体に対し、当該指針に関し必要な指導等を
行うことができる。

９ 国は、心理的な負担の程度が労働者の健康の保持に及ぼす影響に関
する医師等に対する研修を実施するよう努めるとともに、第二項の規定に
より通知された検査の結果を利用する労働者に対する健康相談の実施そ
の他の当該労働者の健康の保持増進を図ることを促進するための措置を
講ずるよう努めるものとする。



ストレスチェック制度の概要

◆本制度の目的
✓一次予防を主な目的とする（労働者のメンタルヘルス不調の未然防止）
✓労働者自身のストレスへの気づきを促す

✓ストレスの原因となる職場環境の改善につなげる （集団分析の活用が望まれるが、努力義務）

◆常時使用する労働者に対して、医師、保健師等による心理的な負担の程度
を把握するための検査（ストレスチェック）を実施することが事業者の義務とな
る（労働者数50人未満の事業場は当分の間努力義務）。

◆検査結果は、検査を実施した医師、保健師等から直接本人に通知され、本人
の同意なく事業者に提供することは禁止される。

◆検査の結果、一定の要件に該当する労働者から申出があった場合、医師に
よる面接指導を実施することが事業者の義務となる。また、申出を理由とする
不利益な取扱いは禁止される。

◆面接指導の結果に基づき、医師の意見を聴き、必要に応じ就業上の措置を
講じることが事業者の義務となる。



https://kokoro.mhlw.go.jp/etc/pdf/roudou_anzen201505.pdf



職業性ストレス簡易調査票

◆ストレスチェック制度に関する検討会で国が推奨する調査票

Ａ．あなたの仕事についてうかがいます。最もあてはまるものに○を付
けてください。

Ｂ．最近1か月間のあなたの状態についてうかがいます。最もあてはま
るものに○を付けてください。

Ｃ．あなたの周りの方々についてうかがいます。最もあてはまるものに
○を付けてください。

Ｄ．満足度について

◆Ａは17項目、Ｂは29項目、Ｃは9項目、Ｄは2項目の合計57項目



Ａ．あなたの仕事について
1. 非常にたくさんの仕事をしなければならない

2. 時間内に仕事が処理しきれない

3. 一生懸命働かなければならない

4. かなり注意を集中する必要がある

5. 高度の知識や技術が必要なむずかしい仕事だ

6. 勤務時間中はいつも仕事のことを考えていなければならない

7. からだを大変よく使う仕事だ

8. 自分のペースで仕事ができる

9. 自分で仕事の順番・やり方を決めることができる

10. 職場の仕事の方針に自分の意見を反映できる

11. 自分の技能や知識を仕事で使うことが少ない

12. 私の部署内で意見のくい違いがある

13. 私の部署と他の部署とはうまが合わない

14. 私の職場の雰囲気は友好的である

15. 私の職場の作業環境（騒音、照明、温度、換気など）はよくない

16. 仕事の内容は自分にあっている

17. 働きがいのある仕事だ

それぞれの質問について、1 そうだ、2 まあそうだ、3 ややちがう、4 ちがう、で回答。



Ｂ．最近1か月間のあなたの状態

1. 活気がわいてくる
2. 元気がいっぱいだ
3. 生き生きする
4. 怒りを感じる
5. 内心腹立たしい
6. イライラしている
7. ひどく疲れた
8. へとへとだ
9. だるい
10. 気がはりつめている
11. 不安だ
12. 落着かない
13. ゆううつだ
14. 何をするのも面倒だ
15. 物事に集中できない
16. 気分が晴れない
17. 仕事が手につかない
18. 悲しいと感じる
19. めまいがする  
20. 体のふしぶしが痛む  

21. 頭が重かったり頭痛がする  
22. 首筋や肩がこる  
23. 腰が痛い 
24. 目が疲れる  
25. 動悸や息切れがする  
26. 胃腸の具合が悪い  
27. 食欲がない  
28. 便秘や下痢をする 
29. よく眠れない

それぞれの質問について、1 ほ
とんどなかった、2 ときどきあっ
た、3 しばしばあった、4 ほとん
どいつもあった、で回答。



Ｃ．あなたの周りの方々について

次の人たちはどのくらい気軽に話ができますか？
1. 上司
2. 職場の同僚
3. 配偶者、家族、友人等

あなたが困った時、次の人たちはどのくらい頼りになりますか？
4. 上司
5. 職場の同僚
6. 配偶者、家族、友人等

あなたの個人的な問題を相談したら、次の人たちはどのくらいきいてくれますか？
7. 上司
8. 職場の同僚
9. 配偶者、家族、友人等

それぞれの質問について、1 非常に、2 かなり、3 多少、4 全くない、で回答。



Ｄ．満足度について

1．仕事に満足だ 

2. 家庭生活に満足だ 

それぞれの質問について、1 満足、2 まあ満足、3 やや不満足、4
不満足、で回答。



ストレスチェックの結果の一例



https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001497667.pdfに追記

令和10年5月14日以前



労働安全衛生法
長時間労働者への面接指導①
（面接指導等）

第六十六条の八 事業者は、その労働時間の状況その他の事項が労働者の健康の保持を考慮して厚
生労働省令で定める要件に該当する労働者（次条第一項に規定する者及び第六十六条の八の四第
一項に規定する者を除く。以下この条において同じ。）に対し、厚生労働省令で定めるところにより、医
師による面接指導（問診その他の方法により心身の状況を把握し、これに応じて面接により必要な指
導を行うことをいう。以下同じ。）を行わなければならない。

２ 労働者は、前項の規定により事業者が行う面接指導を受けなければならない。ただし、事業者の指
定した医師が行う面接指導を受けることを希望しない場合において、他の医師の行う同項の規定によ
る面接指導に相当する面接指導を受け、その結果を証明する書面を事業者に提出したときは、この限
りでない。

３ 事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、第一項及び前項ただし書の規定による面接指導
の結果を記録しておかなければならない。

４ 事業者は、第一項又は第二項ただし書の規定による面接指導の結果に基づき、当該労働者の健
康を保持するために必要な措置について、厚生労働省令で定めるところにより、医師の意見を聴かな
ければならない。

５ 事業者は、前項の規定による医師の意見を勘案し、その必要があると認めるときは、当該労働者の
実情を考慮して、就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を
講ずるほか、当該医師の意見の衛生委員会若しくは安全衛生委員会又は労働時間等設定改善委員
会への報告その他の適切な措置を講じなければならない。



労働安全衛生法
長時間労働者への面接指導②
第六十六条の八の二 事業者は、その労働時間が労働者の健康の保持を考慮して厚生労働省令で定める時間を超え
る労働者（労働基準法第三十六条第十一項に規定する業務に従事する者（同法第四十一条各号に掲げる者及び第
六十六条の八の四第一項に規定する者を除く。）に限る。）に対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師による面
接指導を行わなければならない。

２ 前条第二項から第五項までの規定は、前項の事業者及び労働者について準用する。この場合において、同条第五
項中「作業の転換」とあるのは、「職務内容の変更、有給休暇（労働基準法第三十九条の規定による有給休暇を除
く。）の付与」と読み替えるものとする。

第六十六条の八の三 事業者は、第六十六条の八第一項又は前条第一項の規定による面接指導を実施するため、厚
生労働省令で定める方法により、労働者（次条第一項に規定する者を除く。）の労働時間の状況を把握しなければな
らない。

第六十六条の八の四 事業者は、労働基準法第四十一条の二第一項の規定により労働する労働者であつて、その健
康管理時間（同項第三号に規定する健康管理時間をいう。）が当該労働者の健康の保持を考慮して厚生労働省令で
定める時間を超えるものに対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師による面接指導を行わなければならない。

２ 第六十六条の八第二項から第五項までの規定は、前項の事業者及び労働者について準用する。この場合において、
同条第五項中「就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等」とあるのは、「職務内容の
変更、有給休暇（労働基準法第三十九条の規定による有給休暇を除く。）の付与、健康管理時間（第六十六条の八の
四第一項に規定する健康管理時間をいう。）が短縮されるための配慮等」と読み替えるものとする。

第六十六条の九 事業者は、第六十六条の八第一項、第六十六条の八の二第一項又は前条第一項の規定により面
接指導を行う労働者以外の労働者であつて健康への配慮が必要なものについては、厚生労働省令で定めるところに
より、必要な措置を講ずるように努めなければならない。



長時間労働者への
医師による面接指導

https://www.mhlw.go.jp/content/11303000/001435323.pdf

←（2）（3）は
申出がなくても
対象 かつ
罰則付き義務



職域メンタルヘルスにおける
様々な問題に対する法令

セクハラ
パワハラ
マタハラ

アルコール問題 過重労働

メンタルヘルス不全

慢性疾患 自殺

労働安全衛生法
各種指針

（一次～三次予
防まで網羅）

労働施策
総合推進法
均等法

育児・介護休業法

アルコール
健康障害
対策基本法

過労死等防止
対策推進法

一次予防の
関係法令も
多数制定！！



https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/



アルコール健康障害対策基本法
◆平成25年に成立、平成26年6月1日に施行。

◆アルコール健康障害：アルコール依存症その他の多量の飲酒、未
成年者の飲酒、妊婦の飲酒等の不適切な飲酒の影響による心身
の健康障害

◆アルコール関連問題：アルコール健康障害及びこれに関連して生
ずる飲酒運転、暴力、虐待、自殺等の問題

◆第4条（国等の責務）に、国、地方公共団体、酒類の製造・販売事
業者、国民、医師その他の医療従事者、健康増進事業実施者の責
務が定められている。

◆第4条4項（国民の責務）：アルコール関連問題に関する関心と理
解を深め、アルコール健康障害の予防に必要な注意を払うよう努
めなければならない。

◆アルコール健康障害対策推進基本計画等（国、都道府県）



推進の枠組み（連携）
内閣府
法務省
財務省
文部科学省
厚生労働省
警察庁など

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12200000-Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu/guidebook1.pdfに追記



事業主：対策に協力するよう努める
国民：重要性を自覚し、関心と理解を深めるよう努める

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000509751.pdfに追記



https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/karoushizero/index.html



https://www.mhlw.go.jp/content/11201000/001282630.pdf



職域メンタルヘルスにおける
様々な問題に対する法令

セクハラ
パワハラ
マタハラ

アルコール問題 過重労働

メンタルヘルス不全

慢性疾患 自殺

労働安全衛生法
各種指針

（一次～三次予
防まで網羅）

均等法
育児・介護休業法
民法／刑法

アルコール
健康障害
対策基本法

過労死等防止
対策推進法

自殺対策基本法
（一次～三次予防
まで網羅）



改正自殺対策基本法の一部概要
（平成28年4月1日施行）

◆目的規定の追加（第1条）：目的規定に「誰も自殺に追い込まれ
ることのない社会の実現を目指して、これに対処していくことが重
要な課題となっていること」を追加

◆基本理念の追加（第2条）：（一部抜粋）「自殺対策は、保健、医
療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連携が図られ、
総合的に 実施されなければならない」

◆関係者の連携協力（第8条）：国、地方公共団体、医療機関、 事
業主、学校、民間の団体その他の関係者による相互の連携・協力

◆心の健康の保持に係る教育・啓発の推進等（第17条）：国民の
心の健康の保持に係る施策として「心の健康の保持に係る教育及
び啓発の推進並びに相談体制の整備、事業主、学校の教職員等に
対する国民の心の健康の保持に関する研修の機会の確保」を規定



https://www.mhlw.go.jp/content/001002255.pdf



https://www.mhlw.go.jp/content/12201000/001526528.pdf



まもろうよ こころ

https://www.mhlw.go.jp/mamorouyokokoro/



困ったときのお役立ちサイト
（全て厚生労働省）

◆職場のメンタルヘルス対策全般 「こころの耳」

https://kokoro.mhlw.go.jp/

◆職場におけるハラスメント対策 「あかるい職場応援団」

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/

◆相談サイト「まもろうよ こころ」

https://www.mhlw.go.jp/mamorouyokokoro/



困ったときのお役立ちサイト
（全て公的法人）

◆知ることから始めよう こころの情報サイト

https://kokoro.ncnp.go.jp/

◆岩手産業保健総合支援センター

https://www.iwates.johas.go.jp/

通称「さんぽセンター」



皆様、ご遠慮なくご活用ください。
ご清聴ありがとうございました。
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